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労働市場の動き（令和３年 12 月） 

 

青森労働局職業安定部職業安定課 

○ 県内の景気の動向 

本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい状況にあるもの

の、持ち直しの動きが続いている。 

【青森県：１月４日発表 青森県経済統計報告（令和３年10 月・11 月の経済指標を中心として）】 

 

県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい状態にあるも

のの、持ち直しつつある。この間、企業の業況感は、製造業が横ばいとなった

一方、非製造業が改善したことから、全産業でも改善した。 

最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投

資は、増加している。個人消費は、持ち直しつつある。住宅投資は、弱めの動

きとなっている。 

生産は、供給制約の影響から増勢が鈍化している。雇用・所得情勢は、新型

コロナウイルス感染症の影響から、全体としては弱めの動きとなっている。 

【日本銀行青森支店：12月23日発表 県内金融経済概況12月公表分（１月は公表なし）】 

 

2021（令和３）年12月度の青森県企業倒産は２件（前年同月比33.33％減）、負

債総額は１億1,900万円（同83.67％減）となった。倒産件数は前年同月比で１件

減少、前月比で３件減少。10月、11月と２か月連続で前年同月の件数を上回っ

たものの、当月は再び抑制傾向となった。負債総額は件数減少に加え、２件と

も負債額が１億円未満に留まったこともあり、大幅に減少し、大型倒産（負債総

額10億円以上）の発生もなかった。尚、当月で新型コロナウイルス関連倒産は

２件発生した。 

東京商工リサーチが12月に実施した新型コロナウイルスに関するアンケート

調査において、2021年11月の売上高は、前年同月（20年11月）を「100」とすると

どの程度だったか聞いたところ、７月、９月に続いて５割以上の企業は「100以

上」と回答した。一方で、４割以上は「100未満」と回答しており、引き続き厳しい

状況にある企業は多く存在している。政府系金融機関による無担保無利子融

資や借入返済条件変更による金融支援などが行われているものの、債務（負

債）に過剰感があると回答した企業は３割を超えている。また、２割の企業は返

済に懸念があると回答しており、無担保無利子融資によって倒産が抑制された

反面、業績低迷が続く企業に過剰債務を生み出す結果となったと言える。 

前述した様に、10月、11月と２か月連続で倒産件数は前年同月を上回ったも

のの、12月は前年同月の件数を下回るなど再び小康状態に転じており、単月

ベースでの増勢には歯止めが掛かっている。しかし、原材料価格高騰など企

業経営を取り巻く環境は楽観を許さない状況が続いており、今後の動向には警

戒が求められる。 

【東京商工リサーチ青森支店：１月６日発表 令和３年12 月度青森県企業倒産状況】 

 

雇用情勢をみると、月間有効求職者数(季節調整値)は22,375人で前月に比

べ0.5％（114人）減少、月間有効求人数(同)は25,318人で前月に比べ1.4％（355

人）減少した。有効求人倍率(同)は1.13倍で、前月を0.01ポイント下回った。 

新規求人倍率(季節調整値)は1.90倍で、前月を0.19ポイント上回った。 

また、就業地別有効求人倍率（同）は1.22倍となり、前月を0.02ポイント下回っ

た。 

正社員有効求人倍率（原数値）は0.98倍で前年同月を0.15ポイント上回った。 
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○ 労働市場の概況 

月間有効求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比

7.3％(1,692人)増加の24,966人、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は同

6.6％(935人)増加の15,149人となった。 

月間有効求職者全数(同)は、前年同月比6.6％(1,605人)減少の22,646人、全数

のうち常用(同)は同8.1％(1,111人)減少の12,582人となった。 

この結果、全数の有効求人倍率(原数値)は1.10倍となり、前年同月を0.14ポイ

ント上回った。 

新規求人倍率(原数値)は1.41倍で、前年同月を0.19ポイント上回った。 

パートタイム有効求人全数(原数値)は、前年同月比11.0％(837人)増加の8,469

人、同有効求職者全数(同)は同3.1％（227人）減少の7,126人となり、同有効求人

倍率は1.19倍で前年同月を0.15ポイント上回った。 

 

○ 求人の動向 

新規求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比7.2％

(578人)増加の8,618人、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は同8.4％(404

人)増加の5,240人、臨時・季節は同9.2％（62人)減少の615人、パートタイムは同

9.3％(236人)増加の2,763人となった。 

また、産業別新規求人全数の前年同月比は、建設業8.1％（106人）、製造業

33.8％（195人）、医療,福祉5.9％（136人）等で増加し、サービス業1.7％（19人）等で

減少した。 

製造業の内訳をみると、食料品製造業,飲料・たばこ・飼料製造業62.4％（138

人）、木材・木製品製造業（家具除く）,家具・装備品製造業242.9％（34人）、窯業・土

石製品製造業350.0％（28人）等で増加し、繊維工業19.6％（11人）、情報通信機械

器具製造業87.5％（28人）等で減少した。 

新規求人数における正社員求人数の割合は51.6％で前年同月を1.7ポイント上

回り、有効求人数における割合は49.6％で前年同月を0.5ポイント上回った。 

 

○ 求職の動向 

新規求職申込件数全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月

比7.0％(463件)減少の6,111件となった。全数のうち常用(パートタイムを除く)は同

7.8％（220件)減少の2,583件、臨時・季節(同)は同11.3％（293件)減少の2,293件、

パートタイムは同4.2％(50件)増加の1,235件となった。 

中高年齢者（パートタイムを除く原数値）は、前年同月比10.0％（336件）減少の

30.18件となった。 

また、新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合は59.6％

(前年同月59.7％)、常用新規求職者に占める基本手当受給資格決定件数の割合

は38.8％(同36.9％)となっている。 

常用新規求職者(パートタイムを含む原数値)の希望職種別構成は、専門的・技

術的職業9.9％(前年同月8.7％)、事務的職業20.5％(同21.2％)、販売の職業7.1％

(同7.5％)、サービスの職業13.0％(同12.5％)、生産工程の職業6.5％(同9.6％)、運

搬・清掃・包装等の職業15.3％（同14.7％）などとなっている。 

 

○ 就職の動向 

就職全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比1.9％（32件）

増加の1,719件、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は同0.4％(4件)減少

の917件、臨時・季節(同)は同8.0％(9件)減少の103件、パートタイムは同6.9％(45
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件)増加の699件となった。 

また、雇用保険基本手当受給者(パートタイムを除く原数値)の就職件数は前年

同月比1.9％（6件)減少し309件となった。 

受給資格決定件数(基本手当)に対する就職率は30.8％(前年同月30.5％)と前

年同月を0.3ポイント上回った。 

パートを含む常用の新規求職者に対する就職率をみると、37.8％(同34.8％)と

前年同月を3.0ポイント上回った。 

また、常用求職者全数に対する就職件数の職種別構成は、専門的・技術的職

業11.4％、事務的職業16.8％、販売の職業7.4％、サービスの職業22.7％、生産工

程の職業11.4％、運搬・清掃・包装等の職業16.4％などとなっている。 

 

○ 充足の動向 

充足全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比0.4％(7件)増

加の1,627件となった。 

また、産業別でみると、充足全数のうち前年同月比で製造業9.5％（16人）、卸

売業,小売業5.5％（14人）、医療,福祉10.8％（44人）等で増加し、建設業10.3％（12

人）、運輸業,郵便業27.8％（27人）等で減少した。 

 

 

※「新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合」、「常用新規求職者に占

める基本手当受給資格決定件数の割合」及び「基本手当受給資格決定件数に対する就職

率」は、いずれも速報値であり、修正する可能性があること。 



①有効求人数
（受理地別）

②有効求人数
（就業地別）

差
（②－①）

③有効求職者数
④有効求人倍率
（受理地別）

⑤有効求人倍率
（就業地別）

差
（⑤－④）

R01.12 27,787 29,570 1,783 23,033 1.21 1.28 0.07

R02.1 25,804 27,739 1,935 23,125 1.12 1.20 0.08

R02.2 25,645 28,010 2,365 23,247 1.10 1.20 0.10

R02.3 25,309 27,207 1,898 23,155 1.09 1.17 0.08

R02.4 23,296 25,878 2,582 23,360 1.00 1.11 0.11

R02.5 21,192 24,298 3,106 23,377 0.91 1.04 0.13

R02.6 21,565 24,146 2,581 23,590 0.91 1.02 0.11

R02.7 22,101 24,617 2,516 23,859 0.93 1.03 0.10

R02.8 22,579 24,844 2,265 24,320 0.93 1.02 0.09

R02.9 22,721 24,644 1,923 24,679 0.92 1.00 0.08

R02.10 22,975 24,950 1,975 24,134 0.95 1.03 0.08

R02.11 23,369 25,117 1,748 24,127 0.97 1.04 0.07

R02.12 23,720 25,163 1,443 23,892 0.99 1.05 0.06

R03.1 22,803 24,628 1,825 23,698 0.96 1.04 0.08

R03.2 23,241 25,260 2,019 26,002 0.89 0.97 0.08

R03.3 24,466 26,155 1,689 25,121 0.97 1.04 0.07

R03.4 25,059 28,065 3,006 24,703 1.01 1.14 0.13

R03.5 24,406 28,327 3,921 24,132 1.01 1.17 0.16

R03.6 24,994 28,064 3,070 23,580 1.06 1.19 0.13

R03.7 24,663 27,908 3,245 22,674 1.09 1.23 0.14

R03.8 25,396 27,948 2,552 22,664 1.12 1.23 0.11

R03.9 25,295 27,690 2,395 22,807 1.11 1.21 0.10

R03.10 25,280 27,624 2,344 22,488 1.12 1.23 0.11

R03.11 25,673 27,893 2,220 22,489 1.14 1.24 0.10

R03.12 25,318 27,389 2,071 22,375 1.13 1.22 0.09
※各数値は季節調整値
(注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA)による。なお、令和２年12月以前の数値は、令和３年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。
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受理地別・就業地別有効求人倍率等の推移(全数）
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